
第１号様式（第６条関係）

(宛先)板橋区長

-

１　交付申請金額

２　申請事業者情報

-

３　店舗（事業所）情報

業種・営業内容

フリガナ

フリガナ

代表者名

円

補助算定計 円

家賃（６月） 円 ⇒

事業所住所

家賃（５月） 円 ⇒
５月家賃×1/2

※５万円上限
円

６月家賃×1/2

※５万円上限

(A)事業所補助金額 円

家賃（４月） 円 ⇒
４月家賃×1/2

※５万円上限
円

←賃貸借契約が「住宅兼用事務所」の場合は✔を記入

備　考

業種・営業内容
事業所名

板橋区

（どちらか☑）

担当者名
担当者連絡先

（電話番号）

区内営業年数 年
常時雇用する

従業員数
人

事業者住所
(〒 )

フリガナ

事業者名

板橋区中小企業等緊急家賃助成金　交付申請書兼請求書

　板橋区中小企業等緊急家賃助成金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり助成金を交付申請すると

ともに助成金を請求します。

記

円 （A＋B＋C）

代表者役職

氏名 印

（申請者）

所在地 （〒 )

年 月 日

事業者名

令和 2

法 人 個人事業主



（複数の店舗（事業所）を申請する場合）（Ｂ）

（複数の店舗（事業所）を申請する場合）（Ｃ）

板橋区

家賃（５月） 円 ⇒
５月家賃×1/2

※５万円上限
円

家賃（４月） 円 ⇒
４月家賃×1/2

※５万円上限

円

円

事業所住所

(B)事業所補助金額 円

フリガナ

事業所名

事業所住所

(C)事業所補助金額

⇒
６月家賃×1/2

※５万円上限

←賃貸借契約が「住宅兼用事務所」の場合は✔を記入

円

補助算定計 円

家賃（６月） 円

家賃（５月）

家賃（４月）

フリガナ

事業所名

家賃（６月）

⇒
４月家賃×1/2

※５万円上限

業種・営業内容

板橋区

円 ⇒
６月家賃×1/2

※５万円上限

←賃貸借契約が「住宅兼用事務所」の場合は✔を記入

円

補助算定計 円

円

業種・営業内容

円

円 ⇒
５月家賃×1/2

※５万円上限
円



４　事業者の売上高の減少の状況

（該当するものにチェックを入れてください。）

４月・５月の売上高（月平均）が前年の４月・５月（月平均）に比べて２０％以上減少

【創業１年未満の場合】２月・３月の売上高が４月・５月に比べて２０％以上減少

セーフティネット４号保証認定、持続化給付金の確定通知等の提出（下記記入不要）

売上高等及び減少率

  今年の (４月・５月の月平均)売上高   前年の (４月・５月の月平均)売上高

【創業１年未満の場合】 【創業1年未満の場合】

 (４月・５月の月平均) 売上高  (２月・３月の月平均) 売上高

※　決算書、売上台帳その他の売上高等の減少が証明できる書類を添付してください。

　　その際には、売上高の根拠となる部分にしるし（マーカーや付箋など）をつけてください。

〔請求書〕

板橋区中小企業等緊急家賃助成金交付要綱第６条の規定に基づき、下記のとおり請求します。

１　請求金額

２　助成金の振込みを希望する金融機関及び口座

　　※ゆうちょ銀行の場合は、他金融機関からの振込用の店名と口座番号(7桁)をご記入ください。

板橋区中小企業等緊急家賃助成金　交付申請書兼請求書

金 円

（カタカナ）

口座名義

口座種類 普通 ・ 当座
口座番号

（右詰めで記入）

金融機関名
銀行・信用金庫

信用組合
支店名

本店・支店

出張所

減少率　　（①÷②－１）×100

※小数点以下第１位まで

②

現

在
前

ひと月分の

売上平均
① 円円

申請月

％


